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今年の政治と経済　　　　　　　　　　
ｐ日本共産党は昨年末の総選挙で大躍進させて頂き、衆参両院で３２人の議員団に前進しました。暴走を加速する第三次安倍内閣と対決し、対案を掲げて、国民的共同を大きく進めるため、更に力を尽くしていきます。　　　　　　　　　　　　　　ｐ今年は、アジア・太平洋地域で侵略を重ねた軍国主義の日本の敗北から７０年です。日本は降伏のさい「世界征服の挙に出づるの過誤を犯さしめたる者の権力及勢力は永久に除去」とするポツダム宣言を受諾し、戦争指導者を断罪した東京裁判も受け入れました。しかし歴代自民党政権は、この戦争を「侵略」と認めることを避け続け、アジア諸国への謝罪・補償もまともに行っていません。過去の戦争を直視しない自民党政権の姿勢が、アジア諸国との和解や対話のうえで障害になってきました。事態をさらに深刻にしているのが､歴代自民党政権とも異質な､侵略戦争を正当化する立場の安倍首相が政権についていることです｡侵略戦争賛美の靖国神社参拝を強行し､米政府からも｢失望｣を表明される安倍首相では､中国や韓国とのきちんとした外交関係は築けません｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ戦後の再出発にあたって日本は「二度と戦争をしない」ことを誓い憲法９条を決めました。憲法９条は世界への公約です。憲法９条を壊し日本を「戦争する国」にすることを狙う安倍政権の暴走を阻むことは国際的にも重要な使命です。　　　　　　ｐ日本共産党は戦前も戦後も、命がけで反戦平和を掲げてきました。戦後７０年の節目、｢戦争する国」づくりを阻止し、希望ある平和な未来を切り開きましょう。
１２月２４日に発足した第三次安倍政権が、当面の景気を下支えすると称して、「緊急経済対策」（地元の商店街向けの商品券発行や子育て支援を理由に地方自治体に交付金を支給するなどの対策）を閣議決定しました。年初に決める２０１４年度補正予算案に盛り込みます。経済対策は「個人消費のてこ入れ」と「地方経済の底上げ」が目玉ですが、国民の消費が落ち込んでいるのも、地方の景気回復が遅れているのも、第二次安倍政権が始めた経済政策「アベノミクス」が破綻し、行き詰まっているためです。小手先の対策ではなく、大企業優先の「アベノミクス」を中止し、暮らし優先の経済政策に転換することこそ最優先です。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
新年の挨拶　星野公平の決意
昨年は、皆さんに（日本共産党と星野公平にとって）本当によく頑張って頂きました。市会議員に再選させて頂き、それに続いた衆議院選挙（＊１）では、古い方にとっては久しぶりに感じる大躍進をしました。日本共産党の値打ち（＊２）を日本中に知らせる結果になりました。安倍政権のあらゆる面での暴走にストップをかけたい願いが一致しました。
選挙は終わった時に始まるとも言われます。「国保税の引下げ」、｢子どもの医療費の窓口無料化」、｢小学校にエアコンの設置｣を３大要求・公役として頑張ります。
そして、今年を、日本共産党の桑名市会議員を再度３名（＊３）にして頂くための第１歩にしたいと考えています。
（＊１、＊３）過去の国政選挙と市議選での日本共産党の得票数
前回　２０１２年（衆）　三重３区（釜井敏行）　５１８２　比例区　３１１４
２０１３年（参）　選挙区　（中川民英）　４１５６　比例区　４１７４
今回　２０１４年（衆）　三重３区（釜井敏行）　４４３７　比例区　５１１５
市議選２００６年　４名立候補して、３名当選　（合計得票数）　５３５５
→２０００年　３名立候補して、２名当選　（合計得票数）　３８６０
→２０１４年　２名立候補して、２名当選　（合計得票数）　３５２２
（＊２）日本の政治の「５つの転換」を訴え、対決･対案･共同という姿勢を貫く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
① 消費税１０％への増税中止、「消費税に頼らない別の道」への転換。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
② 格差拡大の「アベノミクス」をストップ、暮らし第一で経済を立て直す政治への転換。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③ 集団的自衛権の行使を許さず、憲法９条の精神に立った外交戦略で平和と安定を築く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
④ 原発の再稼働はストップさせ、「原発ゼロの日本」への転換。　　　　　　　
⑤ 沖縄の米軍新基地建設を中止し、基地のない平和な沖縄への転換。

報告　１月から中央図書館（メディアライヴ３Ｆ）で「しんぶん赤旗」日刊紙が設置され、閲覧できるようになりました。数ヵ月間、保存される予定です。

図書館訪問時には是非ご利用下さい。
２０１４年１２月議会　星野公平の質問と討論
議案質疑１
【人事院勧告に基づく職員給与等の増額についての６議案】
桑名市は、市長を先頭に直接市民と対応する職員までもが「財政が厳しい」「財政が厳しい」「お金がない」「お金がない」と言い、市民の切実な要求・要望に応えようとしません。
今年度予算では、特に補助金が大幅見直しされ、約１億円が削減されました。
また、「納税者の視点で次の世代に責任ある財政に」と言うことで、都合のいいパンフレットにお金をかけて作成しました。（経常収支比率を前面に出してお金がない事を訴える。これに反して私たちは市議選で財政力指数は決して悪くはなく、お金がない訳ではない事を訴えました。）
私たちは、頑張って市民の皆さんの為に日夜努力されている職員の皆さんへの人事院勧告に基づく職員給与増額に反対するものではありません。しかし、今年度予算で削減した約１億円に上乗せをして１億２０００万円余りを今年の４月に遡って職員給与等にあてようとしている事に対して、補助金を削減された市民の皆さんやその他の市民の方々にどのように説明されるのかをお伺いしたいと思います。（削減された１億円はどこへ行って、１億２０００万円はどこから来るのでしょうか。）
反対討論１

今回の補正予算の増額（６議案）は、市民に我慢を強要し、身勝手なところがあり、市民に納得できる説明が出来ないので反対です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　条例の改正（増額させる２議案）は、必要ないと言われるかもしれませんが、報酬審議会にかけるか、市民の意見を聞いてから上程すべきであり反対です。
議案質疑２
【桑名市国民健康保険税条例の一部改正について】
1 今年の３月につくられた第２期「財政健全化計画」では何が述べられているのか。
2 今度の改正で「保険税」はどうなるのか。
3 国の進める「応能、応益５０対５０」に問題点はないのか。
4 何故、医療分は下げられ、後期分・介護分が引き上げられるのか。又、金額の根拠は。
5 １３億円近い基金が減少して行くが、何に使われて行くのか。
6 基金の使われ方として、「財政健全化計画」には「激変緩和策として有効に活用」とあるが、どういう事なのか。
7 私たちが要求している「基金を活用して１人１万円の引下げ」は出来ないのか。検討されたのなら報告して下さい。

反対討論２

残りの２０議案中、１２議案に反対しました。特に言いたかったのは次の２点です。

１つは、地域包括ケアシステムの問題　「平成２６年度桑名市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）」です。
僅か６０万円の補正予算ですが、きっぱりと反対しました。問題は２点です。地域包括ケアシステムの問題と教育予算との関連です。

桑名の介護保険でいま何が起こっているのか。一昨日、「地域生活応援会議」を傍聴しました。介護保険サービスを受けるための２例が報告され、４０名もの人が集まって、１例ごとに意見を言う。特命の副市長の頭にあるのはやはり介護保険からの「卒業」の二文字であるようでした。来年からは対象が拡大されます。すでに会議への不安が事業者の中に広がっています。「卒業」以前に「入学」辞退が噂されています。これが桑名の「ブランド」なのでしょうか。　議員の皆さんの傍聴をお勧めします。

補正は、地域包括ケアシステム関連でのコピーや印刷の事務費増です。余りにも膨大な資料が問題になっています。安易な予算要求です。副市長自ら「限界点」を高めて下さい。市内の学校では事務費の節約で大変な状況で、教育委員会共々、予算の削減に大変な努力をされています。少しは見習うべきです。
もう１つは、「桑名市国民健康保険税条例の一部改正について」です。国民健康保険税の問題で、提案の国保税の改定の内容に反対です。

国保は社会保障です。公的医療保険であり、住民の医療を受ける権利を公的責任で保障するものであり、日本の社会保障の優れた特徴である「国民皆保険体制」を下支えする役割りを果たしています。国保加入者の多くの人は、保険税の負担能力が低いのに、高い保険税が課せられています。資格証明書や短期証の発行が続きます。それだけでなく滞納者への催促が続き、財産の差押えの脅迫じみた手紙も届きます。国保事業を運営する自治体は、加入者のみに国保財政の責任を負わせる事のないよう留意し、慎重な対応を行う事が求められている。
今回の改定は、保険税のうち医療分は下げられていますが、後期分と介護分が大きく引き上げられています。応能割と応益割の見直しとして後期分が７０対３０から国の標準の５０：５０に近い５３：４７にされていますが、低所得者層の負担を抑えると言う事には矛盾します。（応益割が増えれば、軽減策があるとはいえ低所得者層には負担増になります。）市は平均１人あたり４０００円の削減になると言っていますが、提出したどのモデルケースもこれに当たりません。当局はほとんど説明不能の状況であり、この条例改正は一旦撤回すべきです。加入者の要求（日本共産党桑名市議団の公約です。）に沿って、１３億円近い基金を使って１人１万円の引き下げの検討をまじめにやるべきです。

　他の１０議案の反対討論は、星野公平のＨＰ（http://hoshino.jcpweb.net/）を参照下さい。
最後に「人事案件」７議案が提案されましたが、教育委員の同意には、属性の似た委員があり、提出された資料では判断できない事で反対しました。
一般質問　
【地域包括ケア計画について】
1 医療機関が最後の場になることの困難さ　　　「第６期介護保険事業計画」
2 施設にいる高齢者は家に帰りたがっている　　が公表され、１月２２日まで
3 桑名が全国から注目されているのは何か　　　パブリックコメントが募集さ
4 今の「地域生活応援会議」の問題点は　　　　ています。１５日、１７日に
5 「計画」の中から新しい総合事業等につて　　は、説明会も予定しています。
6 決まっていないところを会長一任でいいのか
日本共産党の桑名市における３大要求「国保税の引下げ」、「子どもの医療費の窓口無料化」、「小学校にエアコンの設置」
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２２５　　　　２０１４年　　１月　８日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５







































































